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国立大学法人宇都宮大学中期計画
〔平成16年６月３日 文部科学大臣認可〕

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

① 学士課程

○ 初期導入教育，リテラシー教育及び教養教育から構成される全学共通教育

を豊かで効果的なものにするために教育企画会議で基本方針を策定し，新

たな実施体制を構築する。

○ 各学部の教育目標にふさわしい卒業後の進路を確保するために，全学並び

に学部ごとに，適切な学生指導を行う。

○ 教育の成果を検証するために，同窓会，学生後援会（保護者の学生支援組

織）並びに広く社会の識者を含めた評価を行う。

② 大学院課程

○ 修士課程及び博士前期課程の目標を達成するために，大学院修士課程及び

博士前期課程の教育運営体制を見直し，専門分野ごとに教育課程の再構築

を図る。

○ 博士後期課程の目標を達成するために，副専門研修を更に充実させ，主専

門のほかに副専門を修めた，いわゆる"逆 T 字型"の人材を育成する。

○ 教育の成果を検証するために，同窓会や広く社会の識者を含めた評価を行

う。

③ 学生収容定員

○ 年度別学生収容定員は別表のとおりとする。

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

① 学士課程の入学者選抜の具体的措置

○ アドミッション・ポリシーにふさわしい入学者選抜方法を，少子化や多様

化等の社会の変化に応じて構築する。

○ 本学のガイダンス機能を強化するとともに，高大教育連携協議会等を通じ

て高等学校側と意思疎通を図り，入学者選抜方法の改善に役立てる。

○ 社会のニーズを調査検討し，長期履修制度を活かすなど，社会人の入学を

一層促す方策を講じる。

○ 学習・生活支援体制やインターネットを利用した大学案内を充実させるこ

とによって，留学生の受入れを拡充する。

② 学士課程の教育課程編成の具体的措置

○ 全学共通教育において，学ぶことの意義と方法を習得するための初期導入

教育，現代社会に必要なリテラシーを学ぶためのリテラシー教育，幅広く

深い教養を身につけるための教養教育，という３つのカテゴリーを基本に

して教育課程を編成し，内容の充実に努める。
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○ 学部の専門分野ごとに実践的専門性を培うためのコア・カリキュラムを編

成して，内容の充実を図るとともに，学生の興味関心に応じた柔軟な履修

方法を提供する。

○ 入学後の学生の進路変更を可能にするため，転部・転科制度を柔軟に運用

できるように見直し，実施する。

○ 大学院進学者の多様化に対応するため，学部教育と大学院教育の役割を改

めて明確にし，必要に応じて学部専門教育課程を見直す。

③ 学士課程の教育方法の具体的措置

○ シラバスなどの授業計画書を充実して学習支援を強化するとともに，全学

共通教育と学部専門教育のコア・カリキュラムについては単位制度の理念

の徹底を図るなど，教育効果の向上に努める。

○ APSIA (Association of Professional Schools of International Affairs)や JABEE

(Japan Accreditation Board of Engineering Education)などを視野に入れた教育

方法を取り入れる。

○ インターンシップなど実践的な教育の場を拡充する。また，その充実のた

め産学が連携して教育プログラムの開発を行う。

④ 学士課程の成績評価の具体的措置

○ 学科，課程（講座），及び全学共通教育の専門領域ごとの教員団が各授業科

目の達成目標にふさわしい達成度評価法と基準を組織的に考究するととも

に，その成果は学生に公表する。

○ GPA (Grade Point Average)を基本にした総合的達成度評価法を開発し，試

行する。

⑤ 大学院課程の入学者選抜の具体的措置

○ 各研究科のアドミッション・ポリシーを明確にした上で周知徹底し，社会

人や留学生などにも配慮した，効果的な入学者選抜方法を取り入れる。

○ 教育課程を改善し，社会人や留学生を積極的に受入れる。

⑥ 大学院課程の教育課程の具体的措置

○ 修士課程及び博士前期課程にあっては，精選した専門授業科目を中心に教

育課程を編成してその内容の充実を図るとともに，少人数の実践的な教育

の場を通じて，創造性と課題解決能力を育成する。

○ 外国語による授業を拡大する。

○ 博士後期課程にあっては，副専門研修を充実させる。

⑦ 大学院課程の教育方法の具体的措置

○ APSIA などを視野に入れた教育方法を取り入れる。

○ インターンシップなど実践的な教育の場を拡充する。

○ 学位論文の研究指導に複数の教員による指導体制を充実させる。

⑧ 大学院課程の成績評価の具体的措置

○ 全学的な基本方針のもとに，関連する教員団が各授業科目の達成目標にふ

さわしい達成度評価法と基準を組織的に考究するとともに，その成果は学

生に公表する。
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○ GPA を基本にした総合的達成度評価法を開発し，試行する。

⑨ 教育方法の改善の具体的措置

○ 各教育課程の FD (Faculty Development)を学生の授業評価等を踏まえて定期

的に実施し，教育内容の充実と質の向上改善に努める。

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

① 適切な教職員等の配置に関する具体的措置

○ 教育の充実のために，教職員を適切に配置する。

○ 非常勤講師の配置に関する基本方針を策定し，実施する。

② 教育環境の整備に関する具体的な措置

○ 学生の教務等情報のファイリングシステムを整備する。

○ 附属図書館の蔵書及び施設・設備の計画的充実を図る。

○ 既設の CANS (Campus Advanced Network System)を中心にした教育情報基

盤を整備し，充実させる。

○ 実践的教育（実験，演習，実技，実習等）のための施設設備を充実させる。

○ 教室などの学内共同利用施設の有効利用に努めるとともに，学習に適した

環境の整備と機能の充実を図る。

○ 課外活動を一層促すために，施設・設備を充実させる。

③ 教育の質の改善のためのシステムに関する具体的措置

○ 教育研究評議会のもとに設置した教育企画会議において，本学における教

育の基本方針を策定し，効果的に運営する。

○ 全学教務委員会，FD を推進する委員会が中心となり，学部・研究科の教

務委員会，学科（課程），専攻の教務検討組織と連携し，広く学内外の識者

の意見を取り入れ，教育の質の向上と改善に努める。

○ 教員の教育評価の基本方針を策定し，FD と併用することによって教育の

質の改善を図る。

○ 教員相互の教育評価を含めた FD を段階的かつ継続的に推進する。

○ 学生が積極的に関与する授業評価を継続的に実施し，教育の質の改善に役

立てる。

○ 全学共通教育については，総合教育研究開発センター（仮称），留学生セン

ター及び全学教務委員会が連携して内容の充実に努める。

④ 内外の高等教育機関との連携のための具体的措置

○ 近隣の大学等を中心に，高等教育の連携組織を整備し，単位互換やカリキ

ュラム開発研究などを通じて，教育の質的，量的充実に努める。特に栃木

県内にあっては，高等教育連絡協議会を充実し，一層の連携強化を図る。

○ 外国の高等教育機関との教育連携を質量ともに充実させるとともに，修得

単位の認定は柔軟に運用できるようにする。

⑤ 学部・研究科の特色を活かした教育の目標を達成するための具体的措置

○ 国際学部・国際学研究科は，APSIA の理念と目的である，政府・民間・非

営利の三部門における国際的高度専門職業人養成に向けて，新設の「国際

交流研究専攻」を中心に，特に市民レベルの国際交流・国際貢献に関わる
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教育研究体制を整備し，この分野の実践的教育を充実させる。

○ 教育学部及び教育学部附属「教育実践総合センター」は附属学校等及び学

外の教育研究機関と連携し，教員の養成及び研修における実践的指導力の

向上を積極的に支援する活動を推進する。

○ 工学部附属「ものづくり創成工学センター」を中核にして，工学部におけ

るものづくり創造性教育を一層充実させる。なお，工学研究科の特色であ

る副専門研修制度の一層の充実を図る。

○ 農学部・農学研究科は，建学以来の実践的・体験的農業教育の伝統を受け

継ぎ「現場から発想し，現場に貢献する農学の創造」をモットーに教育を

一層充実させるとともに，博士課程については東京農工大学大学院連合農

学研究科博士課程を維持し，一大学では期待しがたい分野，特に，生物資

源に関わる諸分野を中心に創造的に躍進できる実践的な高度専門職業人及

び研究者を育成する。

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置

① 学習支援に関する具体的措置

○ 附属図書館，メディア情報基盤などの学習支援環境を組織的かつ効果的に

充実させるとともに，教員の指導のもとに TA (Teaching Assistant)，チュー

ター等を活用して，学習を支援する体制を強化する。

○ TA，チューターの任務，配置及び採用の基本方針を見直す。

○ オフィスアワーや予約制による面談時間を設けて，学習支援を強化する。

② 生活支援に関する具体的措置

○ 教職員が一体となって，学生の生活，心身の健康，対人関係，アカデミッ

クハラスメント，セクシュアルハラスメント等の問題に対処する支援体制

と，課外活動の組織及び施設・設備等を整備して，学生の自主的活動を積

極的に支援する。

○ 留学生センターを中心に留学生の生活支援体制を整備し，充実させるとと

もに，経済的支援を充実させる。

○ 長期履修制度などを利用して，社会人の生活及び学習環境の一層の改善策

を講じる。

○ 各種奨学金を開拓するとともに本学独自の奨学金制度の可能性を検討し，

その実現を目指す。

③ 就職支援に関する具体的措置

○ 職員の再配置を含めて，就職支援体制を一層強化する。

○ 適性と能力に合った職業選択の目を養うためのキャリア教育を導入し，継

続的に充実させる。

○ インターンシップ制度を活用し，就職支援体制を充実させる。

○ 就職情報の提供などの就職支援活動を充実・強化する。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

① 目指すべき研究の方向性に関する具体的措置
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○ 持続可能な社会の形成を促す研究を中心に，国際学，教育学，工学，農学

の各分野において，個性的で発展性のある研究を積極的に支援する。

○ 個性的で発展性のある重点研究プロジェクトを新設する。

○ 教育研究評議会のもとに設置した研究企画会議において，研究に関する基

本的事項を審議するほか，重点研究プロジェクトの選定と評価を行い，必

要に応じ研究推進のための支援体制を構築する。

② 成果の社会への還元に関する具体的措置

○ 研究成果を迅速かつ効果的に社会に公表するために，教員の研究情報ファ

イリングシステムを社会のニーズに合わせて一層充実させる。

○ 産業界等のニーズを的確に把握・整理して学内に周知することにより，地

域共同研究センター等の学内センターと産官との連携を強化し，研究成果

の社会還元を積極的に展開する。

○ 「とちぎ産業創造プラザ」（栃木県）内に設置した「とちぎ大学連携サテラ

イトオフィス」を産学官連携活動の推進のために積極的に活用する。

③ 研究の水準・成果の検証に関する具体的措置

○ 研究企画会議を中心に策定した重点研究プロジェクトの評価システムに基

づいて，重点研究プロジェクトの研究水準と進度を把握し，必要に応じて

一層の推進のための支援を行う。

○ 各学部・施設等においても，研究に関する点検評価システムを確立して，

研究水準を把握し，必要に応じて研究水準の向上のための支援策を講じる。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

① 研究者等の配置及び研究資金の配分に関する具体的措置

○ 研究企画会議は，重点研究プロジェクトに対する研究支援を重点的に行う

配分案を策定する。

○ 萌芽的研究及び若手教員による優れた研究を育成するための資金的支援を

行う。

○ 全学的あるいは学内外で随時編成される共同研究プロジェクトに対し，必

要に応じて研究資金の支援を行う。

○ 教員の教育研究に関する自己の質的な刷新を促すことができる制度並びに

研究に専念できる期間を設定できる制度等の導入について検討する。

○ 科学研究費補助金及び受託研究費や奨学寄付金等の外部資金の積極的導入

を督励し，その成果（申請，採択等）を教員の研究費配分並びに人事評価

に反映させる。

② 研究環境の整備・充実に関する具体的措置

○ 研究設備の有効利用を図るため，共同利活用方式を順次整備する。

○ 全学的あるいは学内外で随時編成される共同研究プロジェクトに対し，特

に必要とされる場合には，そのチーム等の研究に必要な施設等を確保する。

○ 研究活動の成果を知的財産として管理する体制の強化を図るために，知的

財産本部の設置を目指し，知的財産の創出，特許出願件数の増加を含めた

知的財産の確保の強化とその活用の促進並びに知的財産を育む教育研究の
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充実に努める。

○ 附属図書館を中心にして，共同利用の電子ジャーナル，２次データベース

等の学術資料を継続的に整備し，充実させるとともに，それらの利用促進

のためのユーザ講習会を継続的に実施する。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置

① 教育研究における社会との連携等に関する具体的措置

○ 産学官連携プロジェクトを効果的に推進するため，地域共同研究センター

をはじめとする関係部局の機能を拡充強化する。

○ 近隣の各種教育研究機関や企業等と連携した研究プロジェクトを推進する

ため，地域の研究ネットワークを構築する。

○ 学内共同利用施設の社会開放を拡大する。

○ サテライト授業や教育訓練給付制度を活用して，社会人に対する大学院教

育の機会を拡充する。

○ 公開講座等の内容を受講者のニーズに即して充実させるとともに，高齢者

や身体障害者など受講者の事情に配慮した受講環境を整備する。

○ 栃木県高等教育連絡協議会の世話大学として，単位互換・共同研究・コン

ソーシアムの形成を推進する。

○ 地域の他大学と連携して免許や資格取得のための公開講座を拡充する。

○ 平成１５年２月に新設された「高大教育連携協議会」を核にして，県内の

高等学校との教育連携を強化する。

○ 「とちぎ大学連携サテライトオフィ」を拠点として，栃木県産業振興セン

ターとの協力体制を強化し，産学官連携及び県内大学間の研究教育活動の

連携を推進する。

○ 光学技術を維持し，強化するため，光学技術者育成と光学研究を担う教育

研究拠点として，民間企業と連携して本学にオプティクス教育研究センタ

ーを開設する。

② 教育研究における国際交流・協力等に関する具体的措置

○ 海外の諸大学との提携を拡充して学生・教職員の教育研究や研修等での国

際交流を一層推進する。

○ 留学生の受け入れ・派遣体制の一層の充実を図る。

○ 国際交流センター（仮称）の設置に努めるとともに，それを中核として，

地域社会の国際化・国際交流を積極的に支援する。

○ 国際的な NGO (Non-Governmental Organization)，NPO (Nonprofit Organization)

活動に関する教育研究を拡充するとともに，その機会や成果を広く社会に

も公開する。

○ 国際協力の在り方を検討し，支援体制を整備する。

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

[ 記載事項なし ]

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置
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○ 教育学部学生の教育実習などを通じ，教員養成における実践的指導を充実

させる。

○ 附属学校は相互に協力するとともに学部との連携体制を強化し，多様なニ

ーズをもつ子どものための特別支援教育体制づくりを推進する。

○ 附属学校の保護者との連携を基盤にして地域との交流を深め，地域の教育

力を生かした教育活動の在り方に関する研究を推進する。

○ スクール・カウンセラーや「心の教室」相談員などの教育相談体制の充実

を図る。

○ 附属学校間の連携を強化し，附属学校における一貫教育を推進する。

○ 附属学校の教育改善をテーマとした共同研究を学部・附属学校の連携によ

り進める。

○ 附属学校教員の資質向上のために校内研修体制を充実させる。

○ 附属学校の施設・設備を整備し，柔軟な相互利用体制を推進する。

○ 学校生活の安全を強化するために，組織，施設・設備及び教育内容の改善

を図る。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

① 適正な経営基本方針の確立と実践

○ 県内自治体との間で構成する「地域連携協議会」（平成14年設立）や栃木県

及び県内高等学校との間で構成する「高大教育連携協議会」など，諸団体

との交流活動を通じ，また各学部の同窓会活動のチャンネルなどを活用し

て，大学に対する将来にわたる社会のニーズを敏感にかつ的確に把握する

ことに努め，それを経営方針に反映させる。

○ 外部資金の獲得に積極的に取り組むとともに，経費の節減や現況資源の有

効利用を進め，健全な財務体質の維持を図る。

② 機動的・効率的な全学的意思決定と運営を可能とする組織体制の確立

○ 学長のリーダーシップのもと，役員組織の企画立案機能を強化する。役員

組織と事務部門との連結を強化するために運営連絡会を設置し，機動的な

執行体制を整える。また，役員組織と各学部長等との連絡調整を密にする

ために企画調整会議を設置し，学内合意形成の円滑化に資する。

○ 各種委員会のさらなる整理再編を進め，機能的かつ透明性の高い運用に努

める。

③ 大学運営に対する学内構成員の参画・関与を確保するための方策

○ 学内合意形成の基盤として，学部間の円滑な意思疎通，全学的視野の共有

を図るため，大学運営に関する情報交流を促進する。その一環として，学

長・担当理事（副学長）と学生を含む学内構成員との直接交流の機会を増

加させる。

○ 教員の大学運営業務に対する貢献を適切に評価することによって，大学運

営への積極的参画を促すとともに，事務職員の各種委員会への参画を図る。
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④ 透明性の確保及びアカウンタビリティの向上に関する方策

○ 広報体制を強化するとともに，迅速な情報公開を進める。

⑤ 点検・評価体制と合理的資源配分に関する方策

○ 学長のもと，点検・評価会議において，学内諸活動に関する厳正な点検・

評価を継続的に実施する。

○ 点検・評価結果を各分野の改善につなげるため，各分野に関連する委員会

各組織において，点検・評価結果に基づく改善策の検討を進め，実施する。

○ 点検・評価の結果と社会のニーズの的確な把握に基づき，人材・予算の重

点配分を実行する。

⑥ 学部長を中心とした機動的・戦略的な学部運営に関する具体的方策

○ 各学部における教育・研究・運営等の基本方針の策定に関わる教授会の役

割に配慮しながら，学部長補佐体制を強化し，学部運営の機動性を高める。

○ 法人化に向けた組織変革が意図どおりに機能するか，継続的な点検を実施

し，必要に応じて再編・改良を行う。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

○ 学長のリーダーシップのもとに，役員と各学部長等との連絡調整を密にし

ながら，教育研究組織の見直しを進める。

○ 本学をとりまく社会環境並びに時代の要請に配慮しながら，教育，研究及

び社会貢献に関する本学の基本的な目標を達成するにふさわしい教育研究

組織の在り方を継続的に見直し，必要に応じて柔軟に編成する。

○ 高等教育及び生涯教育の基本的な課題について研究し，その研究成果を踏

まえて，具体的な諸施策を企画・運営する上で，指導的役割を果たすため

の組織として，生涯学習教育研究センターを整備改組して，総合教育研究

開発センター（仮称）を設置する。

○ 本学における情報基盤の整備・運営と情報基盤技術研究の高度化を図り，

全学情報処理教育・研修において指導的役割を果たし，地域の情報基盤拠

点としての機能を担うために，総合情報処理センターを整備改組して，総

合情報メディア基盤センター（仮称）を設置する。また，学内の学術情報

の収集・蓄積・流通を高度化するために，本学附属図書館と総合情報メデ

ィア基盤センター（仮称）が連携した学術情報メディア運営機構（仮称）

を設置する。

○ 本学の国際交流活動において３つの柱になる，学生の国際交流，教育研究

の国際交流及び国際協力プロジェクトへの参画を総合的かつ効果的に推進

するために，留学生センターを整備改組して，国際交流センター（仮称）

の設置に努める。

○ ２１世紀のバイオテクノロジーを担う人材を育成し，遺伝子資源の標本の

収集，遺伝子関連の研究及び啓蒙活動を一層推進するために，遺伝子実験

施設，RI 実験室，動物実験室及び環境調節実験棟をバイオサイエンス教育

研究センター（仮称）として統合・整備する。

○ 産学官共同研究開発の一層の推進，地域連携の強化，起業化促進，ベンチ
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ャーマインドをもった人材の育成，知的財産の創出と確保及び管理運営の

強化等を図るために，機器分析センター，ベンチャー・ビジネス・ラボラ

トリーと地域共同研究センターを統合して地域創造開発研究センター（仮

称）として再編する。

○ 社会や時代の新しい要請に応えられるように，野生植物科学研究センター

の研究組織と機能の充実を図る。

○ 農学研究科における博士課程は，計画期間中も引き続き東京農工大学大学

院連合農学研究科を構成するが，その後の将来計画については，計画期間

中に検討する。

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

① 戦略的な人的資源の活用に関する具体的方策

○ 学長のもとに人事に関する検討組織を設置し，人員及び人件費を中長期的

に管理する方針を検討する。

○ 教員人事を円滑で適正に進めるため，人事調整会議を置き，任用計画，採

用，昇任，人事評価の基本方針について検討を進める。

○ 教育研究面における個性化を推進するために，教育研究プロジェクトごと

に適切な教員を配置し，組織の柔軟性及び教員の流動性を高める。

② 人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策

○ 教員の評価指針・実施規則等を整備し，教員の評価を職種に応じて一定の

年限ごとに行う評価システムを確立して教育研究の質の改善と活性化に努

める。

○ 教員の教育研究及び運営等の活動業績が昇任等の処遇に適切に反映する人

事評価制度を計画期間内に構築し，実施する。

○ 職員の適切な個人評価システムを検討し，資質や実績に応じた効果的な配

置に努める。

③ 柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策

○ 教職員の変形労働制，裁量労働制等を検討する委員会を設置し，実施状況

等を点検・評価し，必要に応じて見直す。

○ 社会の第一線で活躍している人材及び大学教職員の退職者を教育研究及び

社会貢献等に活用できる柔軟な人材登用制度を新たに構築し，社会の人材

を積極的に活用する。

○ 産学官連携の推進や地域社会への貢献等に資する観点から，規程等を整備

し，大学運営に支障のない範囲において，教職員の兼職を広く認める。

○ 教員選考の基本指針及び教員の選考基準の規程に基づき，教員選考に関し

ては，原則公募制を一層推進する。

○ 教員の資質向上及び教育研究の活性化を目的として，任期制及び有期労働

契約制度の効果的な活用を図る。

○ 男女共同参画社会基本法に配慮して職場環境を整備し，計画期間中に女性

教員の増加に努める。

○ すぐれた教員を確保するために，外国からも応募しやすい環境を整え，外
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国への公募を強化し，教育研究面での国際化に対応した外国人教員の増加

に努める。

④ 事務職員等の採用・養成に関する具体的方策

○ 事務職員等の採用に当たっては，広く人材を募集し，職種に応じ，柔軟か

つ公正な採用方針により，有能な人材の確保に努める。また，実践的研修，

専門的研修を計画的に実施し，資質や専門性の向上を図る。

⑤ 総人件費改革の実行計画に関する具体的方策

○ 総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成21年度までに概ね４％の人件費の

削減を図る。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

○ 業務の効率化を図るため事務組織における業務内容，勤務体制等の状況を

把握し，大学運営の進展に応じ，より機能的な組織になるよう見直しを図

る。

○ 部局間にわたる新たな課題に対応するため，各部局間の連携を重視し，適

宜，対応するチームを編成するなど，体制を整備する。

○ 職員個々の適性・専門性の向上を図る観点から，各種研修，部門間の異動

及び他機関との交流等を適切に行い，より的確な人材育成に努める。

○ 業務の一層の効率化を図る観点から，外部委託の見直しも含め，その導入

計画を策定し，順次実施する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

○ 科学研究費補助金の申請数を増加させるとともに，共同研究費，受託研究

費や奨学寄付金など，民間からの外部研究資金を積極的に導入する。また，

そのために必要な企画・支援体制を整備する。

○ 国，地方自治体等が公募する各種の産学官連携等による共同研究開発事業

及び各種財団等の補助金制度を活用し，外部研究資金の導入を図る。その

ために必要な企画・支援体制を整備する。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

○ 民間の創意工夫を参考にして，各種経費等の削減に努める。

○ 全学的な管理的経費の分析を踏まえて，光熱水料，消耗品費などの節減・

合理化計画を平成１６年度中に作成し，平成１７年度から着手する。

○ 各教育課程の授業科目を精選し，非常勤講師の削減を図る。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

○ 既存の資産については，大学全体について総合的・長期的視点から，教育

研究活動に最も有効的・効率的に確保・活用が出来るよう企画・計画し，

整備，維持管理に努める。

○ 学部・学科を越えた共同利用を促進するための長期計画を作成し，有効活

用に努める。また，各種施設の地域開放をより一層推進する。

○ 共同利用を積極的に進めるために，関連する学内共同教育研究施設の統合
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を検討するとともに，利用規程等を整備し，設備の有効活用に努める。ま

た，民間企業等による大学の施設・設備の利用についても積極的に促進す

る。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

○ 学長のもとに点検・評価会議を置き，本学の教育研究の水準の向上と環境

の改善を図るため自己点検・評価を行い，魅力的で活力に富んだ大学づく

りに資する。

○ 担当理事のもとに，情報委員会を組織（再編成）し，教育・研究・社会貢

献・国際交流等に関する諸活動の情報を網羅的に，かつ迅速に収集し，整

理・蓄積するシステムを構築する。また，それらの情報をもとに，点検・

評価会議において，厳正な点検・評価を継続的に実施する。

○ 点検・評価に学外者の視点を組み入れるため，経営協議会の学外委員のう

ち若干名を，点検・評価会議の特別委員として迎える。

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

○ 教育・研究・社会貢献・国際交流等に関する学内諸活動の情報を収集・整

理・蓄積するシステムを構築するとともに，情報公開の原則・方針を確立

する。それらに基づき，学内外の求めに応じて，公開すべき情報が速やか

に公開に供せられる体制を整えるとともに，社会のニーズに応じた大学の

活動状況を積極的に情報発信する。

○ 各学部及び各附置施設等において，教育・研究・社会貢献・国際交流等に

関する諸活動の実績記録を学部年報，あるいはセンター年報などとして定

期的に発行する。

○ 各種委員会において，分担分野に関する毎年の活動実績記録をとりまとめ，

インターネット・ウェブサイト上に掲載する。必要に応じて，適宜出版物

として発行する。

○ 教員総覧を充実し，インターネット・ウェブサイト上に掲載する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

○ 教育内容・方法の改善，学術研究の進展等にともなって必要とされるスペ

ースの確保に努めるとともに教育研究の一層の高度化を図るために，施設

設備の有効活用を図る一方で，教育研究にも配慮した施設設備の整備充実

に努める。

○ 体系的に収集された学術標本を，実証的教育・研究に活用するとともに，

地域社会への多面的学術情報として提供するために施設の整備充実に努め

る。

○ 卓越した研究組織としての様々なタイプにも柔軟に対応できる，フレキシ

ブルなスペースと快適性や安全性に配慮したレベルの高い実験室等の確保
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に努める。

○ 国際的に開かれた教育・研究体制に対応し，また地域の国際交流の支援拠

点として各種のプロジェクトに配慮した施設の整備に努める。

○ 知的創造活動の交流拠点として，施設の充実とその開放，及びバリアフリ

ー環境整備の推進に努める。

○ 快適な学生生活を送るために，キャンパスにおける様々な活動を支援する

各種施設（課外活動施設，保健関連施設，居住施設，屋外環境施設等）の

施設設備の充実に努める。

○ 長期借入金による整備等，新たな整備手法による整備に努める。

○ 学生の視点に立った教育研究環境の適切な維持及び整備充実に努める。

○ 国・地方自治体との連携，寄附及び PFI (Private Finance Initiative)等による

施設整備の推進に努める。

○ 屋外環境の維持・管理に関する保全計画を策定し，教職員・学生が連携し

てキャンパスの美観維持に努める。また，キャンパスの整備においては周

辺地域の環境と共生を図る。

○ 全学的な教育研究スペースの整備状況及び利用状況に関する点検・評価の

結果を踏まえ，スペース配分方法の見直しを行い，教育研究の流動化に対

応した全学共同利用スペースの確保に努め，既存施設の有効活用を図る。

○ 適切な維持管理と予防的修繕を行うための調査及び修繕計画を策定し，既

存施設の長期使用と活性化を図る。

○ 昭和５６年以前建設の建物のうち，必要とされる建物の耐震診断及びその

結果に基づく耐震補強の実施計画を策定する。

○ 既存施設設備の利用実態や将来需要を踏まえ，環境に配慮した適切なエネ

ルギー供給計画を策定し，省エネルギー及びランニングコストの縮減に努

める。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

○ 全学的な安全管理体制を見直し，労働安全衛生法に則った安全対策を計画

的に実施する。

○ 学生と教職員の安全確保のために施設・設備を整備するとともに，安全点

検を定期的に実施する。

○ 学生と教職員の安全意識の向上を図るために，全学的な安全や予防対策に

関する教育・訓練や講習会などを定期的に開催する。

○ 防災，防犯対策を強化するために，管理体制を計画的に整備し，充実させ

る。また，各キャンパスが地域住民の避難場所としても機能するように整

備する。

○ 学内情報ネットワークに適切なセキュリティ対策を講じ，その維持管理に

努める。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙参照
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Ⅶ 短期借入金の限度額

○ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

１６億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費

として借り入れすることも予想される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し､又は担保に供する計画

〇重要な財産を譲渡する計画

・農学部附属演習林（船生演習林）の土地の一部（栃木県塩谷郡塩谷町大字船生

７５５６ ５,３４５㎡）を公共目的に資するため譲渡する。

・教育学部附属特別支援学校の土地の一部（栃木県宇都宮市若草２丁目２５８８

の１５ １９.３９㎡）を公共目的に資するため譲渡する。

Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は､

・教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

Ⅹ その他

１．施設･設備に関する計画

施設･設備の内容 予定額（百万円) 財 源

・小規模改修 総額 ２１０ 施設整備費補助金（ ２１０）

（注１）金額については見込であり，中期目標を達成するために必要な業務の実施

状況等を勘案した施設･設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改

修等が追加されることもある｡

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している｡

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大学財務･

経営センター施設費交付金，長期借入金については，事業の進展等により

所要額の変動が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の予

算編成過程等において決定される｡

２．人事に関する計画

人事に関する方針

○ 学長のもとに人事に関する検討組織を設置し，人員及び人件費を中長期的に管

理する方針を検討する。

○ 教員人事を円滑で適正に進めるため，人事調整会議を置き，任用計画，採用，



- 14 -

昇任，人事評価の基本方針について検討を進める。

○ 教育研究面における個性化を推進するために，教育研究プロジェクトごとに適

切な教員を配置し，組織の柔軟性及び教員の流動性を高める。

○ 教員の教育研究及び運営等の活動業績が昇任等の処遇に適切に反映する人事評

価制度を計画期間内に構築し，実施する。

○ 社会の第一線で活躍している人材及び大学教職員の退職者を教育研究及び社会

貢献等に活用できる柔軟な人材登用制度を新たに構築し，社会の人材を積極的

に活用する。

○ 教員の資質向上及び教育研究の活性化を目的として，任期制及び有期労働契約

制度の効果的な活用を図る。

○ 男女共同参画社会基本法に配慮して職場環境を整備し，計画期間中に女性教員

の増加に努める。

○ すぐれた教員を確保するために，外国からも応募しやすい環境を整え，外国へ

の公募を強化し，教育研究面での国際化に対応した外国人教員の増加に努める。

○ 事務職員等の採用に当たっては，広く人材を募集し，職種に応じ，柔軟かつ公

正な採用方針により，有能な人材の確保に努める。また，実践的研修，専門的

研修を計画的に実施し，資質や専門性の向上を図る。

（参考）

中期目標期間中の人件費総額見込み ４０,７９６百万円 （退職手当は除く）

３．中期目標期間を超える債務負担

（ＰＦＩ事業）

計画の予定なし｡

（長期借入金）

学生寮整備事業

(単位:百万円)

区分 / 年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 中期目標 次期以降 総 債 務

期 間 計 償 還 額 償 還 額

学生寮(雷鳴寮)

整備事業 ６ ６ １２ １１４ １２６

長期借入金償還

金

（リース資産）

計画の予定なし｡



- 15 -

別 表

学生収容定員

国際学部 ４２０人

平成１６年度 教育学部 ８４０人 （うち教員養成課程 ６００人）

工学部 １，６６０人

農学部 ９１０人

国際学研究科 ５０人 （うち修士課程 ５０人）

教育学研究科 １４０人 （うち修士課程 １４０人）

工学研究科 ４７２人 （うち博士前期課程 ３７４人）

（ 博士後期課程 ９８人）

農学研究科 １４１人 （うち修士課程 １４１人）

国際学部 ４２０人

平成１７年度 教育学部 ８４０人 （うち教員養成課程 ６００人）

工学部 １，６３０人

農学部 ９００人

国際学研究科 ６０人 （うち修士課程 ６０人）

教育学研究科 １４０人 （うち修士課程 １４０人）

工学研究科 ４８２人 （うち博士前期課程 ３７４人）

（ 博士後期課程 １０８人）

農学研究科 １４２人 （うち修士課程 １４２人）

国際学部 ４２０人

平成１８年度 教育学部 ８４０人 （うち教員養成課程 ６００人）

工学部 １，６００人

農学部 ９００人

国際学研究科 ６０人 （うち修士課程 ６０人）

教育学研究科 １４０人 （うち修士課程 １４０人）

工学研究科 ４８２人 （うち博士前期課程 ３７４人）

（ 博士後期課程 １０８人）

農学研究科 １４２人 （うち修士課程 １４２人）

国際学部 ４２０人

平成１９年度 教育学部 ８４０人 （うち教員養成課程 ６００人）

工学部 １，６００人

農学部 ９００人

国際学研究科 ６３人 （うち博士前期課程 ６０人）

（うち博士後期課程 ３人）

教育学研究科 １４０人 （うち修士課程 １４０人）

工学研究科 ４７９人 （うち博士前期課程 ３７４人）

（ 博士後期課程 １０５人）
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農学研究科 １４２人 （うち修士課程 １４２人）

国際学部 ４２０人

平成２０年度 教育学部 ８４０人 （うち教員養成課程 ６００人）

工学部 １，６００人

農学部 ９００人

国際学研究科 ６６人 （うち博士前期課程 ６０人）

（うち博士後期課程 ６人）

教育学研究科 １４０人 （うち修士課程 １４０人）

工学研究科 ４７６人 （うち博士前期課程 ３７４人）

（ 博士後期課程 １０２人）

農学研究科 １４２人 （うち修士課程 １４２人）

国際学部 ４２０人

平成２１年度 教育学部 ８４０人 （うち教員養成課程 ６００人）

工学部 １，６００人

農学部 ９００人

国際学研究科 ６９人 （うち博士前期課程 ６０人）

（うち博士後期課程 ９人）

教育学研究科 １４０人 （うち修士課程 １４０人）

工学研究科 ４７３人 （うち博士前期課程 ３７４人）

（ 博士後期課程 ９９人）

農学研究科 １４２人 （うち修士課程 １４２人）
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画

１．予 算

平成１６年度～平成２１年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入
運営費交付金 ３７，０７０
施設整備費補助金 ２１０
船舶建造費補助金 ０
施設整備資金貸付金償還時補助金 ８７２
国立大学財務・経営センター施設費交付金 ０
自己収入 １９，２３２
授業料及入学金検定料収入 １８，６２３
附属病院収入 ０
財産処分収入 ０
雑収入 ６０９

産学連携等研究収入及び寄付金収入等 １，３３１
長期借入金収入

計 ５８，７１５

支出
業務費 ５６，３０２
教育研究経費 ４０，４３０
診療経費 ０
一般管理費 １５，８７２

施設整備費 ２１０
船舶建造費 ０
産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 １，３３１
長期借入金償還金 ８７２

計 ５８，７１５

[人件費の見積り]

期間中総額４０，７９６百万円を支出する。（退職手当は除く）

注）人件費の見積りについては１７年度以降は１６年度の人件費見積額をふまえ試算している。

注）退職手当については、国立大学法人宇都宮大学職員退職手当規程に基づいて支給することとするが、運

営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職手当法に

準じて算定される。

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。
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［運営費交付金の算定ルール］

○毎事業年度の交付する運営費交付金については､以下の事業区分に基づき､それぞれの対
応する数式により算定したもので決定する｡

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕
①「一般管理費」：管理運営費に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運
営経費の総額。Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。
②「学部･大学院教育研究経費」：学部･大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職
員の人件費相当額及び教育研究費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ
（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額。）
③「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件
費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。
（Ｄ（ｘ）は、標準法に基づく教員にかかる給与費相当額。）
④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全
に必要となる経費。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。

〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕
⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。
（平成１５年度入学料免除率で算出される免除相当額については除外）
⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。
（平成１５年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外）

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕
⑦「学部･大学院教育研究経費」：学部･大学院の教育研究活動の実態に応じ必要とな
る教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度に
おけるＤ（ｙ）
⑧「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職
員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度における
Ｄ（ｙ）
⑨「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費
相当額及び教育研究診療経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）
⑩「附置研究所経費」：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及
び事業経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）
⑪「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び
事業経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）
⑫「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として､当該事業年度に措置する経費。
⑬「特殊要因経費」：特殊要因経費として､当該事業年度に措置する経費。

〔特定運営費交付金対象収入〕
⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容
定員超過分）、雑収入｡平成１６年度予算額を基準とし､中期計画期間中は同額。
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運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋Ｂ（ｙ）

１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育当標準運営費交付金及び特定運営費交付
金については、以下の数式により決定する。

Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋Ｅ（ｙ）＋Ｆ（ｙ）＋Ｇ（ｙ）－Ｈ（ｙ）
（１）Ｄ（ｙ）＝ ｛Ｄ（ｙ－１）×β（係数）×γ（係数）－Ｄ（ｘ）｝
×α（係数）＋Ｄ（ｘ）
（２）Ｅ（ｙ）＝Ｅ（ｙ－１）×β（係数）×α（係数）
（３）Ｆ（ｙ）＝Ｆ（ｙ－１）×α（係数）±ε（施設面積調整額）
（４）Ｇ（ｙ）＝Ｇ（ｙ）
（５）Ｈ（ｙ）＝Ｈ（ｙ）

Ｄ（ｙ）：学部・大学院教育研究経費（②、⑦）、附属学校教育研究経費（③・
⑧を対象。
Ｅ（ｙ）：教育研究診療経費（⑨）、附置研究所経費（⑩）、附属施設等経費（⑪）
を対象
Ｆ（ｙ）：教育等施設基盤経費（④）を対象。
Ｇ（ｙ）：特別教育研究経費（⑫）を対象。
Ｈ（ｙ）：入学料収入（⑤）、授業料収入（⑥）、その他収入（⑭）を対象｡

２．毎事業年度の一般管理費等に係る学部教育当標準運営費交付金及び特定運営費交付金
については、以下の数式により決定する。

Ｂ（ｙ）＝Ｌ（ｙ）＋Ｍ（ｙ）
（１）Ｌ（ｙ）＝ Ｌ（ｙ－１）×α（係数）
（２）Ｍ（ｙ）＝Ｍ（ｙ）

Ｉ（ｙ）：一般管理費（①）を対象。
Ｍ（ｙ）：特殊要因経費（⑬）を対象｡

【 諸 係 数 】
α（アルファ） ：効率化係数｡△１％とする。
β（ベータ） ：教育研究政策係数｡物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必

要性を総合的に勘案して必要に応じ運用するための係数｡各事業年度
の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決
定｡なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運
用する場合には､一般管理経費についても必要に応じ同様の調整を行
う。

γ（ガンマ） ：教育研究組織係数｡学部大学院等の組織整備に必要な係数｡各事業年度
の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決
定｡

ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整
額｡各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的
な調整額を決定。

注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき､一定の仮定の下に試算されたものであり､各
事業年度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され､
決定される。

なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、
１７年度以降は１６年度と同額として試算しているが､教育研究の進展等により所要額の
変動が予想されるため､具体的な額については､各事業年度の予算編成過程において決定さ
れる｡

注）施設整備費補助金､船舶建造費補助金、国立大学財務･経営センター施設費交付金､長
期借入金収入は､別紙○の「施設･設備に関する計画」に記載した額を計上している｡
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注）施設整備資金貸付金償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している｡

注）自己収入､産学連携等研究収入及び寄付金収入等については､過去の実績額により試算
した収入予定額を計上している｡

注）産学連携等研究収入及び寄付金収入等は、版権及び特許権等収入を含む｡

注）業務費､施設整備費､船舶建造費については、１７年度以降は１６年度予算額を踏まえ
て試算した支出予定額を計上している｡

注）産学連携等研究経費及び寄付金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄付金収入等に
より行われる事業経費を計上している｡

注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している｡

注）運営費交付金算定ルールに基づく試算においては「教育研究政策係数」「教育研究組
織係数」は１とし、また、「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試
算している｡
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２．収支計画

平成１６年度～平成２１年度 収支計画

（単位 百万円）

区 分 金 額

費用の部 ５７，６１９
経常費用 ５７，６１９
業務費 ５３，３０９
教育研究経費 ８，０３２
診療経費 ０
受託研究費等 ７４３
役員人件費 ６２１
教員人件費 ３１，４５２
職員人件費 １２，４６１

一般管理費 ２，１６８
財務費用 ０
雑損 ０
減価償却費 ２，１４２

臨時損失 ０

収入の部 ５７，６１９
経常収益 ５７，６１９
運営費交付金 ３５，５５９
授業料収益 １４，９５４
入学金収益 ２，５２３
検定料収益 ５２４
附属病院収益 ０
受託研究等収益 ７４３
寄附金収益 ５６５
財務収益 ０
雑益 ６０９
資産見返運営費交付金等戻入 ４１１
資産見返寄附金戻入 ５
資産見返物品受贈額戻入 １，７２６

臨時利益 ０

純利益 ０
総利益 ０

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成１６年度～平成２１年度 資金計画

（単位 百万円）

区 分 金 額

資金支出 ５８，９７２

業務活動による支出 ５５，４７７

投資活動による支出 ２，３６６

財務活動による支出 ８７２

次期中期目標期間への繰越金 ２５７

資金収入 ５８，９７２

業務活動による収入 ５７，６３３

運営費交付金による収入 ３７，０７０

授業料及入学金検定料による収入 １８，６２３

附属病院収入 ０

受託研究等収入 ７４３

寄付金収入 ５８８

その他の収入 ６０９

投資活動による収入 １，０８２

施設費による収入 １，０８２

その他の収入 ０

財務活動による収入 ０

前期中期目標期間よりの繰越金 ２５７

［注］施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける

施設費交付事業に係る交付金を含む。

［注］前期中期目標期間よりの繰越金には、奨学寄付金に係る国からの承継見込み

額（２５７百万円）が含まれている。
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